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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

東光高岳グループでは、企業としての信頼を確立し、継続的に価値を創造していくことが社会的責任を果たしていくために必要であると考えること
から、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題として位置付けており、的確かつ迅速な意思決定、効率的な業務執行、監査・監督機能
の強化を図ることにより、経営の健全性と透明性を高めております。

なお、コーポレートガバナンス・コードの各原則の実施状況につきましては、下記の記載に加え、当社にて重要性が高いと判断したその他の原則
に関する実施状況の記載を追加した資料「コーポレートガバナンス・コードへの当社対応」を当社ウェブサイトの「ＩＲ情報－経営方針－コーポレート
ガバナンス」（https://www.tktk.co.jp/ir/policy/governance/）に掲載しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則３－１－３　サステナビリティの取り組み、人的資本・知的財産への投資等の開示】

東光高岳グループは、企業理念の実践を通して二つの使命を果たし、エネルギーの未来を切り拓いていきます。

・変わらぬ使命

電力の安定供給や効率的な利用を支える機器・システムの提供を通して、豊かで快適な暮らしや社会経済活動の発展に貢献する。

・新たな使命

カーボンニュートラル、地域の防災・レジリエンス強化等の新たな社会的課題に対するソリューションを創造し、持続可能な社会の実現に貢献する
。

当社は、この使命を果たしつつ、社会とともに持続的な成長を遂げることを目的として策定した「東光高岳グループ企業行動憲章」の実践をサステ
ナビリティの基本方針とします。

企業行動憲章およびその実践状況については、当社ウェブサイトに掲載してまいります。なお、URLは以下の通りです。

https://www.tktk.co.jp/company/charter/

https://www.tktk.co.jp/ir/policy/governance/

https://www.tktk.co.jp/csr/report/

当社は、2022年6月にＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タスクフォース）の提言への賛同を表明し、また、ＴＣＦＤコンソーシアムに入会いたしました。
現在、ＴＣＦＤの提言に基づいてシナリオ分析を行い、気候変動が事業活動に与えるリスクと機会を抽出し、経営戦略へ盛り込む活動を実施してい
ます。財務への影響を検証しながら、「ガバナンス」「事業戦略」「リスク管理」「指標と目標」の4項目について、今後、ウェブサイト等にて積極的に
情報開示を行っていきます。

人的資本への投資に関しては、女性の活躍促進に向けて環境整備と育成を進めるとともに、その取り組みを起点に障がい者雇用、外国人、中途
採用者の機能発揮等中核人財の多様性確保につなげてまいります。これまでの課題であった法務人財、新たなビジネスモデルを構築するイノベ
ーション人財、海外ビジネス経験豊富な人財は既に即戦力の中核人財として中途採用しており、また優秀な非正規社員を正社員に登用し人財の
確保を実施しております。今後は、これに加え事業の拡大に合わせ新たな価値を創造するために人財のグローバル化や高度なスキルをもつ即戦
力となる人財を積極的に採用してまいります。

知的財産への投資に関しては、当社2030VISIONで掲げた「総合エネルギー事業プロバイダー」に向けた取り組みに資する知的財産の獲得に取り
組んでまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　政策保有株式】

・当社は当社事業の円滑な運営、営業取引関係の維持に必要最低限と判断される株式を保有しており、その縮減については、総資産に占める政
策保有株式の割合などから十分に進んでいるものと認識しております。なお、現状保有する政策保有株式については、当該株式発行会社との関
係性を勘案し、政策保有目的にかなわないと判断した場合は純投資としての価値を考慮して、保有または売却を決定し、縮減に努めてまいります
。

・取締役会において、政策保有株式に関する保有継続または売却の方針及びそれを判断するにあたって考慮した当社の保有目的との合致状況
や経済合理性等について報告しており、保有は適切であり、経済合理性にも沿っている旨確認されております。

・議決権行使にあたっては、当該会社の企業価値を毀損する、または、株主の権利を阻害する可能性があると判断した議案については、反対いた
します。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

取締役及び取締役が実質的に支配する法人との利益相反取引については取締役会で審議・決議の上、実施しております。

また、主要株主との取引については、取引条件及び取引条件の決定方針等について有価証券報告書にて開示し（記載内容：市場価格等を勘案し
、価格交渉の上決定しております）、それに従って適切に取引を実施しております。



【補充原則２－４－１　多様性の目標・方針の開示】

当社が変化の激しい市場環境に対応し、当社2030VISIONで掲げた「総合エネルギー事業プロバイダー」へと事業構造改革・事業の創出を実現す
るためには、性別や国籍など様々な性質を持った中核人財が不可欠と認識しております。従来以上に、多様な人財の採用を積極的に行い、その
多様な人財が活躍を実感できる意識風土改革・教育・環境整備を実行してまいります。

多様性の確保に関する目標につきましては、以下の通りとしております。

女性管理職比率　2030年度までに5％（現状1.1％）

外国人管理職比率　0.3％（2021年12月時点）から増加（現状0.3％）

中途採用者管理職比率　20％（2021年12月時点）から増加（現状19.3％）

また、多様性の確保に向けた人財育成方針、社内環境整備方針とその実施状況については以下の通りです。

・人財育成方針

企業価値向上と社員が誇れる会社の両立のため、多様な人財が活躍を実感できる意識風土改革を進め、女性活躍推進を優先して進めていきま
す。

実施状況については、経営層から管理職と女性社員の両方を対象とした研修、キャリアパス研修等を実施しております。

・環境整備方針

労働力不足・新たな労働スタイルが大きく変わる中、働く社員が高いモチベーションを持ち、多様なキャリアパスや働き方を実現できる取り組みを
進めています。

実施状況については、現在、在宅勤務制度、タイムシフト（時間と場所の制限低減）を導入しており、今後の取り組みとして男性育休取得推進（家
庭両立支援）、ＦＡ制度、セカンドキャリア支援（キャリアパス形成支援）等を検討しております。

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

企業年金基金の資産運用に関する意思決定は、労使半数ずつで構成する代議員会、資産運用委員会等で決定しております。これら機関には経
理、人事等の適切な資質を持った人材を配置しております。また、企業年金基金の事務局についても、適切な資質を備えた人材を配置しておりま
す。

【原則３－１　情報開示の充実】

・経営理念、ビジョンについては、当社ウェブサイト上で開示するとともに、これら理念等に基づいて策定した中期経営計画については、東京証券
取引所にて任意開示をしております。今後は、他の非財務情報も含めて情報の発信に努めてまいります。

・コーポレートガバナンスの考え方については、有価証券報告書、コーポレートガバナンス報告書の開示等を通して、その考え方を示しております
。

・取締役候補者及び執行役員については、次の要件に適う者を取締役会にて選任しております。

　

（取締役候補者）

　－当社が事業展開する分野の業務について精通している者

　－企業の経営に携わった経験を有する者

　－法律、財務等専門的知識を有する者

　以上を職務の遂行に活用できる者

　

（執行役員）

　－当社が事業展開する分野の業務について精通している者

・経営陣幹部については、指名・報酬委員会からの意見に加え、取締役会にて社外取締役の意見も反映し、その時点で最も適した者を選定すると
ともに、取締役の報酬についても業務執行状況等を勘案したうえで決定することとしております。

・経営陣幹部、取締役各候補の選任・指名については、株主総会招集通知に社外役員以外の役員も含めたすべての役員の選任理由を記載して
おります。

・次の要件に該当した場合、指名・報酬委員会への諮問を経て、取締役については解任を株主総会に提案し、また、執行役員については解任を
取締役会で決議いたします。

　－健康上の理由により、責務に耐えられないと判断した場合。

　－重大なコンプライアンス違反を自らの故意または重過失によって、発生させた場合。

　－選任の要件に該当しなくなったと判断した場合。

【補充原則４－１－１　取締役会から経営陣に委任する範囲の明確化・開示】

取締役会については取締役会規則にて決議事項の付議基準を明確に定めており、当該付議基準に満たない事項については、職務権限規程に基
づき経営会議、社長等が決裁する範囲を明確に定めております。

なお、経営会議の付議内容については、取締役会にて報告しております。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

独立社外取締役候補者については、会社法第2条第15号に定める社外取締役の要件及び東京証券取引所の独立性基準に基づき、取締役会に
おける率直・活発で建設的な検討への貢献が期待できる人物を選定しております。なお、独立性基準のうち「主要な取引先」については、以下の
通りとし、業務執行者（業務執行取締役、使用人）に加えて社外取締役以外の非業務執行取締役でないことも独立性を判断する基準といたしま

す。

○主要な取引先

１）「当社を主要な取引先とする者」：

・取引先の売上高又は仕入高の10％以上を当社が占める場合の当該取引先

２）「当社の主要な取引先」：

・当社の売上高又は仕入高の10％以上を占める取引先

・当社が借入を行っている金融機関であって、その借入残高が当社総資産の1％以上を占める金融機関

【補充原則４－１０－１　取締役の指名・報酬等の重要な事項に関する独立社外取締役の適切な関与・助言】

取締役及び執行役員（以下、併せて「役員」）の指名、報酬、後継者育成計画の決定の諮問機関として、当社は指名・報酬委員会を設置しておりま
す。



当該指名・報酬委員会は独立社外取締役及び取締役会の決議によって選定された代表取締役１名で構成することとし、委員の過半数は独立社
外取締役でなければならない旨を「指名・報酬委員会規程」に定めております。

また、指名・報酬委員会の委員長・議長は委員の互選により決定するものとしております。

なお、現在の指名・報酬委員会の構成は、独立社外取締役4名、代表取締役1名となっております。

この構成の下、指名・報酬委員会は、役員の指名、報酬、後継者育成計画に関する代表取締役又は取締役会からの諮問に対し、独立性・客観性
を確保しつつ、ジェンダー等の多様性やスキルの観点も含めた幅広い視点から助言・提言を行うことを役割としております。

【補充原則４－１１－１　取締役会のバランスや多様性、スキル・マトリックスに関する開示、取締役選任方針と手続の開示】

取締役会は当社の事業内容、事業規模等を勘案して機動的かつ合理的な意思決定が可能となる人数規模により構成することを基本としておりま
す。

また、取締役候補者は次の知識・経験・能力を有する者を基本として指名・報酬委員会からの意見に加え、取締役会にて社外取締役からの助言
を得たうえで多様性を考慮して選任しております。なお、独立社外取締役については、他社での経営経験を有する者を含めることとしております。

・当社が事業展開する分野の業務について精通している者

・企業の経営に携わった経験を有する者

・法律、財務等専門的知識を有する者

以上を職務の遂行に活用できる者

取締役会が備えるべきスキル及び各取締役のスキル・マトリックスについては株主総会招集ご通知（取締役選任議案に関する株主総会参考書類
）にて開示しております。

【補充原則４－１１－２　取締役の兼任状況の開示】

取締役の他社役員の兼任状況は株主総会招集通知、事業報告等により毎年開示を行っております。

社外取締役6名のうち2名が他の上場会社の役員を兼任しており、その兼任の数は当社役員としての役割・責務を果たせる合理的な範囲内にとど
まっております。

【補充原則４－１１－３　取締役会全体の実効性分析、評価結果の開示】

取締役会については、次の事項を考慮・実施した上で社外取締役も含めて慎重に審議を行うことで実効性の確保に努めております。

・取締役会付議事項について、業務執行取締役及び常勤監査等委員が経営会議にて事前に協議を行うこと

・審議にあたって十分な審議時間がとれること

・取締役会での決議・審議事項を経営における最重要事項に限定すること

・年間スケジュールについては、毎月最終週の開催を基本として、株主総会、決算発表等の日程を勘案して、予想される付議事項を含めて計画を

作成すること

・開催日については、全取締役が出席可能となるように配慮し、半期ごとに決定すること

・重要事項については社外取締役に事前に説明をおこなうこと

なお、当社取締役会では、取締役会の機能向上を図ることを目的として、各取締役による取締役会の実効性評価を実施しております。

2021年度を対象とした評価については、以下の評価項目に分類した設問への回答及び自由記載欄へ記載された意見を集約して評価を実施した
結果、当社取締役会は概ね適切に運営されており、実効性は確保されていると評価しております。

ただし、中期経営計画の進捗管理や取締役会の監督機能強化等について、より実効性を高めるための意見が出されており、今後、当該意見を踏
まえて、取締役会運営の見直しを図ってまいります。

評価項目

１.取締役会の機能発揮度評価

　1）戦略的経営課題の策定

　2）取締役会の活性化

　3）取締役会の監督機能

２.その他取締役会の運営・構成に関する評価

　1）取締役会の運営

　2）取締役会の構成

【補充原則４－１４－２　役員のトレーニングの方針に関する開示】

新任の取締役・執行役員・子会社役員に対しては就任時に外部機関等と連携して、研修を実施するとともにその役割・責任の説明を行っておりま
す。

また、役員に対しては定期的に研修を実施するとともに経営に重要な影響を与える法改正等があった場合、法務担当部門が取締役会・経営会議
等にて内容の説明を行っております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

当社は持続的成長と中長期的な企業価値向上のため、株主の皆様と対話を行いその意見を経営に反映させ当社の成長につなげることが重要と
考え、以下の通り株主の皆様との対話に関する方針を定めております。

当社は、当該方針に基づき、株主の皆様と積極的な対話を実施しております。

（１）ＩＲ担当部門である経営企画部の担当執行役員を株主との対話全般の統括を行う執行役員として指定し、株主との建設的な対話を図る。

（２）担当執行役員の統括の下、経営企画部、総務部、経理部その他関連する部門が情報の水平展開の実施等により連携し、対話を補助する。

（３）個別面談以外にアナリスト説明会を開催し、説明内容については必要に応じてウェブサイトにて開示する。また、株主総会後に株主懇談会を

実施する等株主と直接対話する機会を設ける。

（４）対話により把握した株主の意見等のうち、重要な内容については経営陣に対する意見・問題提起として取締役会、経営会議に報告する。

（５）個別の株主に提供した情報については、当社ウェブサイトによる開示等により全株主に周知して公平性を保持し、フェア・ディスクロージャー・

ルールに基づく重要情報及びインサイダー情報を適切に管理する。



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

東京電力パワーグリッド株式会社 5,671,260 34.97

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,428,600 8.80

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 393,100 2.42

東光高岳従業員持株会 292,516 1.80

ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　ＳＭＡＬＬ　ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ　ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ 213,044 1.31

大樹生命保険株式会社 209,700 1.29

明治安田生命保険相互会社 200,000 1.23

三井住友信託銀行株式会社 178,700 1.10

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ ＭＥＬＬＯＮ １４００４０ 133,101 0.82

東光高岳中部地区協力会社持株会 119,463 0.73

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 電気機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 6 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

金子　禎則 他の会社の出身者

武谷　典昭 他の会社の出身者

三島　康博 他の会社の出身者

植村　　明 他の会社の出身者

高田　裕一郎 他の会社の出身者 △

和田　希志子 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

金子　禎則 　 　 ―――

東京電力パワーグリッド株式会社の代表取締
役社長であり、電力業界に関する高い専門性、
海外における事業展開も含めた企業経営者と
しての豊富な経験・幅広い知見等を有すること
から、これらに基づく経営に対する助言・監督を
役割として期待し、社外取締役として選任して
おります。

武谷　典昭 　 　 ―――

東電設計株式会社の取締役会長であり、電力
業界に関する高い専門性、海外における事業
展開も含めた企業経営者としての豊富な経験・
幅広い知見等を有することから、これらに基づ
く経営に対する助言・監督を役割として期待し、
社外取締役として選任しております。

三島　康博 　 ○ ―――

フタバ産業株式会社の代表取締役社長を歴任
するなど、海外における事業展開も含めた製造
業の企業経営者としての豊富な経験・幅広い
知見等を有することから、これらに基づく経営
に対する助言・監督を役割として期待し、社外
取締役として選任しております。

また、経営陣から著しい影響を受け得る、ある
いは経営陣に対して影響を及ぼし得る立場に
はなく、一般株主との利益相反が生じるおそれ
がないものと考えられることから独立役員とし
て指定しております。

植村　　明 　 ○ ―――

日本証券テクノロジー株式会社の代表取締役
社長を歴任するなど、IT業界に関する高い専門
性、企業経営者としての豊富な経験・幅広い知
見等を有することから、これらに基づく経営に
対する助言・監督を役割として期待し、社外取
締役として選任しております。

また、経営陣から著しい影響を受け得る、ある
いは経営陣に対して影響を及ぼし得る立場に
はなく、一般株主との利益相反が生じるおそれ
がないものと考えられることから独立役員とし
て指定しております。

高田　裕一郎 ○ ○

当社の主要な取引先（当社総資産の１％
以上の借入先）である株式会社三井住友
銀行の執行役員等を歴任し、2009年10月
に退任しております。

さくら情報システム株式会社の代表取締役会
長を歴任するなど、企業経営者としての経験と
豊富な知見を有するとともに、長きにわたり金
融機関に在籍し、財務及び会計に関する相当
程度の知見を有することから、これらに基づく
経営に対する助言・監査・監督を役割として期
待し、監査等委員である社外取締役として選任
しております。

また、経営陣から著しい影響を受け得る、ある
いは経営陣に対して影響を及ぼし得る立場に
はなく、一般株主との利益相反が生じるおそれ
がないものと考えられることから独立役員とし
て指定しております。

和田　希志子 ○ ○ ―――

弁護士としての豊富な経験と法律に関する幅
広い知見等を有するとともに、東芝プラントシス
テム株式会社の取締役を歴任するなど、企業
経営者としての経験と豊富な知見を有すること
から、これらに基づく経営に対する助言・監査・
監督を役割として期待し、監査等委員である社
外取締役として選任しております。

また、経営陣から著しい影響を受け得る、ある
いは経営陣に対して影響を及ぼし得る立場に
はなく、一般株主との利益相反が生じるおそれ
がないものと考えられることから独立役員とし
て指定しております。



【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役（名

）
社外取締役（名

）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会の職務を補助すべき者として、使用人を１名（兼務）選任しております。

監査等委員会を補助する者は、監査等委員会の指揮命令に服するものとし、その人事に関する事項については、事前に監査等委員会の同意を
得ることとしております。

また、監査等委員会を補助する者が業務執行取締役からの独立性を維持・継続できる体制を構築しております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員である取締役は、会計監査人及び内部監査部とそれぞれ定期的な会合のほか、必要に応じて随時会合を開催し、その席上で、監査
の実行性を高めるための相互連携を図ることを目的に、監査計画やその実施状況等について意見交換を実施いたします。

また、会計監査人と内部監査部についても随時意見交換会等を開催し、相互連携を図っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員（

名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 5 0 1 4 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 5 0 1 4 0 0
社内取
締役

補足説明

取締役及び執行役員の指名、報酬、後継者育成計画に関する事項に助言・提言を行う諮問機関として「指名・報酬委員会」を設置しております。

2021年度につきましては、8回開催いたしました。



【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす者を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

（取締役報酬の構成及び計算単位）

・監査等委員である取締役及び社外取締役を除く取締役の報酬については、業績連動報酬以外の報酬である金銭固定報酬と業績連動報酬であ
る金銭変動報酬、株式報酬の３つより構成されております。また、社外取締役の報酬については金銭固定報酬となっております。

・監査等委員である取締役及び社外取締役を除く取締役の金銭報酬については、各地位群（社長、取締役専務執行役員、取締役常務執行役員）
毎に基準報酬額を定めており、この基準報酬額の約 70％を最低保証額として金銭固定報酬としております。

・基準報酬額の金銭固定報酬以外の約 30％の変動部分を金銭変動報酬とし、全社業績及び個人業績の結果に応じて増減させる仕組みとしてお

ります。

・各地位群（社長、取締役専務執行役員、取締役常務執行役員）のいずれにおいても、報酬構成割合は、金銭固定報酬 60%、金銭変動報酬 30%、

株式報酬 10%を目安とします。なお、構成割合は業績等の状況に応じて変動いたします。

（業績連動報酬算出のための指標と算定方法）

・金銭変動報酬については、各事業年度における計画の着実な達成、収益の拡大といった短期インセンティブとなることを目的として、全社業績及
び個人業績の結果に応じて増減させる仕組みとしております。

・全社業績部分については、当初計画及び前年度に対する連結売上高、連結営業利益、親会社株主に帰属する当期純利益の増減に応じて算出
しております。

・個人業績部分については、取締役各個人が設定した業績目標に対する業績評定に基づき算出しております。

・株式報酬については、持続的成長、企業価値向上といった中長期のインセンティブとすることや株主との利益意識の共有を目的として、業績連
動報酬の一部を株式にて支給しております。

・2022年３月期における業績連動報酬に係る指標である連結売上高の当初計画の目標は88,000百万円、実績は91,936百万円であり、連結営業利
益の当初計画の目標は2,700百万円、実績は4,625百万円であり、親会社株主に帰属する当期純利益の当初計画の目標は1,600百万円、実績は3,
279百万円であります。

・2023年３月期における業績連動報酬に係る指標である連結売上高の当初計画の目標は93,000百万円、連結営業利益の当初計画の目標は4,40
0百万円、親会社株主に帰属する当期純利益の当初計画の目標は3,000百万円であります。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役報酬の総額を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額は、第８回定時株主総会(2020年６月29日開催)で決議された報酬年額以内で、取締役会
で協議し決定いたします。

上記に加え当社は、社外取締役を除く取締役について、2017年６月26日開催の第５回定時株主総会において、業績連動型株式報酬制度「株式給
付信託（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以下「本制度」といいます。）を導入することを決議いただいております。その後、2020年６月29日開催の

第８回定時株主総会において、同日付をもって監査等委員会設置会社へ移行することに伴い、本制度に係る取締役（監査等委員である取締役及
び社外取締役を除く。）の報酬枠を改めて設定すること、また、2021年６月28日開催の第９回定時株主総会において、会社法の一部改正（令和元
年法律第70号）に伴い、報酬枠を改めて設定することについてそれぞれの定時株主総会に付議し、決議いただきました

また、監査等委員である取締役の報酬等の額については、第８回定時株主総会(2020年６月29日開催)で決議された報酬年額以内で、監査等委
員である取締役の協議により決定いたします。

【社外取締役のサポート体制】

取締役会の重要議案については、必要に応じ個別の説明・報告を実施しております。また、社外取締役が欠席の場合は、遅滞無く資料を配付し、
必要に応じ説明・報告を実施しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は、取締役会における機動的な意思決定、議論の活性化及び社外取締役の十分な機能発揮等を図るとともに、取締役会への監督機能を強
化することで当社の企業価値を向上させることを目的に、コーポレート・ガバナンスの体制として監査等委員会設置会社を選択しております。

取締役会は取締役10名で構成され、原則月１回、また必要に応じて適時開催され、経営全般に関する重要事項等を審議決定するとともに、取締
役から定期的に、また必要に応じて報告を受けること等により、取締役の職務執行を監督いたします。

また、経営と執行の分離及び意思決定の迅速化を図るため、当社は執行役員制度を採用しており、代表取締役及び執行役員が効率的・機動的
な業務執行を行っております。

監査等委員会は監査等委員である取締役３名で構成され、原則月１回、また必要に応じて適時開催するとともに、内部監査部及び会計監査人と
監査結果について意見交換会等を開催し相互連携を図りながら、適法性・妥当性の観点から取締役の職務執行を監査・監督いたします。

社外取締役については６名選任しており、経営に関する豊富な経験と幅広い知見、専門性の高い業務経験等に基づき、取締役会における適切な
意思決定のための助言等を行うとともに、取締役の職務執行についての監査・監視・監督機能の向上を、その役割として期待し選任しております。

また、独立社外取締役は、取締役および執行役員の指名、報酬、後継者育成計画に関する諮問機関として設置する指名・報酬委員会の委員とな
り、代表取締役が決定又は取締役会が決議する指名、報酬、後継者育成計画に関する事項に係る諮問に対して、助言・提言を行っております。

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております
。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が定める額としております。

なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られ
ます。

会計監査につきましては、当社はアーク有限責任監査法人と監査契約を結んでおります。

会計監査人は、資料の収集・分析、経営者・実務担当者からの聴取等を通じて当社の会計監査を行い、必要に応じて適時に当社に意見を述べて
おります。

内部監査につきましては、内部監査部が中心となり、内部統制活動の状況について定期的かつ必要に応じて監査を行っております。

内部監査の結果については、定期的に開催される経営会議において報告され、所要の改善措置が図られております。なお、内部監査部、監査等
委員である取締役及び会計監査人は、監査結果について意見交換会等により相互連携を図ります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社のコーポレート・ガバナンス体制は、上記２の通りであり、法令等を遵守した上での的確かつ迅速な意思決定、企業倫理の徹底、効率的な会
社運営の実施が可能であると考えるため現状の体制を採用しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主総会招集通知の発送期限の２営業日前に発送し、東京証券取引所及び当社ウェブ
サイトへ同期限の５営業日前に開示しております。

電磁的方法による議決権の行使 第６回定時株主総会(2018年６月)より実施しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

第６回定時株主総会(2018年６月)より株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフ
ォームに登録しております。

招集通知（要約）の英文での提供 当社ホームページへ掲載するとともに、東京証券取引所へ登録しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 ディスクロージャー・ポリシーを定め、当社ウェブサイトにて公表しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

当社では、証券アナリスト及び機関投資家の方々を対象に、決算に関する説
明会を年２回（中間期及び年度）開催しております。

あり

IR資料のホームページ掲載

当社では、IR資料として、決算短信などの決算情報、有価証券報告書、四半期
報告書、および証券取引所への適時開示資料などを当社ウェブサイトに掲載
しております。なお、URLは以下のとおりです。

https://www.tktk.co.jp/ir/

IRに関する部署（担当者）の設置 担当部署：経営企画部

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

東光高岳グループ企業行動憲章にて規定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
当社は、東光高岳レポートを作成し、当社ウェブサイトに掲載しております。なお、URLは以
下のとおりです。

https://www.tktk.co.jp/csr/report/

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

株主をはじめあらゆるステークホルダーに対し、会社の事業、業績等に重要な影響を与え
る情報を正確に、公平に、適時に開示しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、以下の内部統制システム整備に関する基本方針を取締役会において決議し、当社業務の適正を
確保するための体制を整備する。

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）取締役会は、法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための「東光高岳グループ企業行動憲章」を定める。取締役はこれを率先して実
践するとともに、従業員がこれを遵守するよう監督する。また「企業倫理・コンプライアンス規程」及び「企業倫理委員会」により、コンプライアンスの
徹底を図る。

（２）取締役会は法令及び定款に従い、重要な職務執行について審議・決定するとともに、取締役から定期的に、また必要に応じて職務執行の状
況の報告を受けること等により、取締役の職務執行を監督する。

（３）取締役会の機能を補佐し、効率的かつ適切な意思決定を図るため、常勤の取締役を中心に構成する経営会議を設置する。経営会議は原則
として毎週１回、または必要に応じて開催し、経営の重要事項について審議する。

（４）取締役は、法令及び定款に適合した適正な経営判断を行うため、常に十分な情報の収集に努める。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（１）取締役の職務執行に係る取締役会議事録や稟議書等の保存及び管理については、法令及び社内規程に従い文書または電子媒体に記録・
保存し、適切に管理する。

（２）取締役は、常時これらの文書を閲覧できるものとする。

３．当社のリスク管理に関する規程その他の体制

（１）取締役は、当社及びグループ会社の事業全般に関するリスクを定期的に、または必要に応じて把握・評価し、重大な損失の発生防止に努め
る。また「リスク管理規程」により、グループ全体のリスク管理に適切に対応する。

（２）経営に重大な影響を及ぼすおそれのあるリスクについては、社長を委員長とする「リスク管理委員会」において、リスクの未然防止に努めると
ともに、万一事象が発生した場合には、経営に及ぼす影響が最小限となるよう迅速かつ的確に対応する。

（３）リスク管理体制の有効性については、内部監査部が定期的にまた必要に応じて監査し、その結果を経営会議に報告する。取締役は、監査結
果を踏まえ、必要な改善を図る。

４．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）取締役は、効率的な業務運営のために、経営上の重要事項について取締役会その他経営会議において適宜審議・決定する。

（２）取締役会その他経営会議において審議・決定された経営上の重要事項については、その進捗状況等について経営会議へ報告し、必要に応
じて取締役会へ報告する。

（３）経営と執行の分離及び意思決定の迅速化を図るため、執行役員制度を採用し、取締役会において各執行役員の業務分担を決定する。

（４）職制及び業務分掌等を定めた「組織規程」により、業務の執行を組織的かつ効率的に実施する。

５．当社の従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）取締役は、全ての従業員が「東光高岳グループ企業行動憲章」を遵守するよう、その徹底と定着を図る。

（２）コンプライアンス違反の早期発見と是正を図るため内部通報に関する社内規程を整備し、適正に運用する。法令や企業倫理上の問題を匿名

で相談できる「企業倫理相談窓口」を設置し、寄せられた事案については、迅速かつ適切に対応する。

（３）業務の適正を確保するため「内部監査部」を設置する。内部監査部は、定期的にまた必要に応じて従業員の職務執行状況について監査し、
その結果を経営会議に報告する。取締役は、監査結果を踏まえ必要な改善を図る。

６．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　イ．グループ会社の取締役及び従業員等の業務執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　　　グループ会社の経営に関する重要事項は、当社取締役会又は経営会議において報告・審議を行うとともに、「グループ会社管理規程」によ

　　　り、グループ会社は業務執行について定期的に報告する。

　ロ．グループ会社のリスク管理に関する規程その他の体制

　　　グループ大の「リスク管理規程」により、グループ会社のリスク管理に適切に対応する。また、グループ会社の経営に重大な影響を及ぼす

　　　恐れのあるリスクについては、当社の「リスク管理委員会」において、リスクの未然防止に努めるとともに、万一事象が発生した場合には、

　　　経営に及ぼす影響が最小限となるよう迅速かつ的確に対応する。

　ハ．グループ会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　当社取締役とグループ会社取締役が意見交換を行うこと等により、グループ会社の経営状況を把握し、グループにおける経営課題の共有と

　　　解決に努める。

　ニ．グループ会社の取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　　（１）「東光高岳グループ企業行動憲章」にグループとして目指すべき方向性及び目標等を示し、グループ全体で業務の適正確保及びコンプ

　　　　　ライアンスへの取り組みを推進する。

　　　（２）グループ会社の取締役及び従業員が「企業倫理相談窓口」を利用できる環境を整えるとともに、当社の内部監査部は、グループ会社の

　　　　　業務が適正に執行されているかどうかについて、定期的または必要に応じて監査を実施する。

７．監査等委員会を補助すべき従業員等に関する体制及びその従業員等の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事

　　項

（１）取締役は、監査等委員会を補助する従業員等を配置する。

（２）上記(1)の監査等委員会を補助する従業員等は、監査等委員会の指揮命令に服するものとし、その人事に関する事項については、事前に監
査等委員会の同意を得る。

８．監査等委員会を補助する従業員等に対する監査等委員会の指示の実効性に関する事項

　　監査等委員会を補助する従業員等が取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性を維持・継続できる体制を構築する。

９．監査等委員会への報告に関する体制

　イ．取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び従業員が監査等委員会に報告するための体制

　　取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び従業員は、「リスク・危機に関わる情報伝達マニュアル」により、会社に重大な影響を与える問

　　題については、直ちに監査等委員会に　報告するとともに、監査等委員会の求める事項について必要な報告を行う。



　ロ．グループ会社の取締役及び従業員等が監査等委員会に報告するための体制

　　グループ会社の取締役及び従業員等は、職務執行に関し、重大な法令・定款違反または東光高岳グループに著しい損害を及ぼす恐れのある

　　事実を知った時は、グループ大の「リスク・危機に関わる情報伝達マニュアル」により、遅滞なく監査等委員会へ報告する。

１０．報告した者が当該報告したことを理由に不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　　監査等委員会等へ報告したことを理由に、不利益な取扱いを受けることのないよう、「企業倫理・コンプライアンス規程」及び「ジョブヘルプライン

　　規程」により、通報者への保護・守秘義務等を確保する。

１１．監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事

　　　項

　　監査等委員が職務を執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）する上で必要とする費用の前払や償還等、費用処理に係る手

　　続きを定める。

１２．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　取締役は、監査等委員が取締役会、その他の重要な会議に出席し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）、執行役員及び従業員と定

　　期的に意見の交換を行う体制を整備する。また、会計監査人及び内部監査人が監査等委員会と連携を図るための環境を整える等、監査等

　　委員会の監査の実効性を確保する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、市民社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力を排除するため、次の体制を整備しております。

１．反社会的勢力からの違法・不当な要求を排除するため、「東光高岳グループ企業行動憲章」において、不当な利益供与等に対しては断固とし
て対決することを定めます。

２．平素から外部専門機関とも十分に連携し、反社会的勢力に関する情報収集とともに社内体制を整備しております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

【適時開示体制の概要】

　当社は、投資者をはじめとするステークホルダーへの適時適切な会社情報の開示を行うことが極めて重要な社会的責務であるとの認識のもとに
、積極的な会社情報の開示を行うこととしております。

　このため、当社では、会社情報の開示を行うに当たって、その内容により、次のような体制をとっております。

（１）決定事実

重要な案件につきましては、取締役・執行役員等がメンバーとなり定期的に開催される経営会議の中で討議を重ね、取締役会において会社の意
思決定を行っております。

取締役会に上程される案件は、東京証券取引所の適時開示規則（以下、「適時開示規則」といいます）の規定に照らして会社情報の開示を行う要
件に該当するか否かを、経営企画部・総務部・経理部などの関係各部門が調査した上で、会社の代表者及び情報取扱責任者へ報告するとともに
開示する内容・方法等を取りまとめ、当該案件を承認する取締役会において決議したのち、迅速に会社情報を開示することとしております。

（２）発生事実

重要な発生事実につきましては、直ちにその情報が取締役・執行役員等に伝達され、速やかに対策を講じることとしております。

これらの重要な発生事実は、適時開示規則の規定に照らして会社情報の開示を行う要件に該当するか否かを、経営企画部・総務部・経理部など
の関係各部門が調査した上で、会社の代表者及び情報取扱責任者へ報告するとともに開示する内容・方法等を取りまとめ、取締役・執行役員等
が確認したのち、代表者が迅速に会社情報を開示することとしております。

（３）決算に関する情報

決算に関する情報につきましては、経理部で決算財務情報を作成し、取締役会において承認を受けております。

取締役会において承認された決算財務情報をもとに、経営企画部・総務部・経理部などの関係各部門で適時開示資料（決算短信、中間決算短信
など）を作成し、会社の代表者及び情報取扱責任者並びに取締役会へ報告したのち、開示いたします。

【当社製ガス絶縁開閉装置等の不適切事案に関する再発防止策について】

当社で製造するガス絶縁開閉装置等における品質管理の不適切事案の判明後、当社の内部監査部を主体とした調査チームが本事案を発生させ
た原因究明を行い、2021年10月、リスク対策本部が、再発防止策を取りまとめました。

当社は、再発防止にあたり「QMS（品質マネジメントシステム）の再構築」、「人財育成の強化」、「コミュニケーションの充実」、「意識・風土改革」の４
つの面からの改革を経営上の最優先・最重要課題と位置づけ、下記の施策に取り組んでおります。

なお、改革の実行にあたっては、社長を責任者とする「経営改革チーム」を組成しました。各施策の進捗確認と推進支援を行うことによりコンプライ
アンスおよびガバナンスの強化、推進を図っております。



また、再発防止の取り組みを更に推進するために2022年４月より、社長を責任者とする「経営改革TF（タスクフォース）」を組成いたしました。「安全
・品質が強み」「顧客志向で常に挑戦し続ける」会社へ再生するための経営改革を実行してまいります。

<再発防止策>

（１）QMSの再構築

　・社内マニュアル類の総点検と体系的整理・見える化

　・規格改正情報のタイムリーな収集とマニュアル反映の強化

　・規格遵守状況のモニタリング強化

　　

（２）人財育成の強化

　・マネジメント層の強化

　・品質保証部門への研修、全社員向け教育の充実

　・全社共通の基礎的教育の充実

（３）コミュニケーションの充実

　・経営層と第一線職場の物理的、精神的な距離を近づける

　・職場コミュニケーションの充実・風通しの良い職場づくり

（４）意識・風土改革

　・品質第一主義の徹底

　・職場ミッションの再定義・共有 ・SQCD向上へのカイゼン＆DXの推進

　・内向き・閉鎖的風土の打破

【コーポレート・ガバナンス体制図】




